
前回（令和３年福島県沖地震）の
グループ補助金からの変更点

令和４年５月１８日

福島県



 今般のグループ補助金も、

被災地からの要望を踏まえ、運用の見直しを行っています。

定額補助の要件
を満たすことが困難

売上減少20％以上
（対東日本大震災以前比）

売上減少20％以上
（対東日本大震災以前比）

or
厳しい債務状況

【論点】 【現状】 【見直しの概要】

改良工事（補強）
が必要

原則、原状復旧のみ 復旧＋改良（補強）も可
（復旧費用の範囲内）

保険・共済金の控除 控除により
補助金額が減少

控除方法の見直しにより
補助金額からの控除を軽減

（＝自己負担の減少）
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０．はじめに（今般の中小企業等グループ補助金の主な変更点）
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１．補助金交付申請について（補助対象経費について）1/2
【改良（補強）工事】

 これまでのグループ補助金では、施設・設備の復旧にあたっては、原則とし
て、被災前の規模や機能、性能と同等以下であることが必要でした。

 今般、税金を財源とする補助金で取得・整備した財産を保全する観点
から、防災・減災に資するような改良（補強）を行うことを可能としました。

 ただし、改良（補強）を行う場合であっても、原状回復（被災前の状
態に戻す）に要する費用を補助対象経費の上限としますので、ご注意く
ださい。

 補助対象経費の上限額を確認する必要があるため、実際に行う工事等
とは別に原状回復工事の見積書の提出が必要となります。

※ 防災・減災のための復旧整備であっても、擁壁の設置や法面の補強
など、土地の造成や改良にかかる費用は補助対象となりません。

変更点
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１．補助金交付申請について（補助対象経費について）2/2
【改良（補強）工事】

＜主な改良（補強）の事例＞

変更点

出典元：東京都地震ポータルサイト
（https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/proceed/topic04_03.html）

https://www.taishin.metro.tokyo.lg.jp/proceed/topic04_03.html
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２．補助金交付申請について（補助対象経費について）1/2
【保険・共済金の控除方法について】

本事業で復旧等を行う施設・設備について受領する保険・共

済金がある場合、まず、復旧等に係る補助対象経費の内の

自己負担分に充当ください。

補助金の自己負担分を超える受取保険・共済金がある場合

には、超える部分の保険・共済金額の半額を補助金額から

控除し、その残りの額が補助金額となります。

※ ただし、迅速な復旧を進めるため、支払保険金額が確定す

る前から補助金の交付申請を提出することが可能です。

変更点



3,000 保険金　　　　なし 保険金　　　　　700 保険金　　　　　700

対象外経費 対象外経費 対象外経費 対象外経費

（自己負担） （自己負担） （自己負担） （自己負担） "100"

1,000 1,000 1,000 900   手元に

受取保険金　　　100 　  残る

対象経費 （自己負担） （自己負担） 保険金控除①

2,000 500 325 500

保険金控除   500+100

補助金額 ※ 700 保険金控除②　　100

1,500 補助金額 ※

1,400

補助金額 ※

975

※ 補助金額 ※ 補助金額 ※ 補助金額

　 2,000×3/4 　 (2,000-700)×3/4 　 ①2,000×1/4=500

　　　=1,500 　　　　　　=975 　 ②(700-500)×1/2=100

    2,000－①500=1,500

    1,500－②100

所要経費

　　=1,400

”今回””これまで”

1/4

3/4
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２．補助金交付申請について（補助対象経費について）2/2
【保険・共済金の控除方法について】

（例）所要経費：3,000万円 補助対象経費：2,000万円

補助率：3/4 保険・共済金の受取額：700万円 の場合

変更点



● 上限・補助率

上限５億円の範囲内で定額補助。

● 補助対象経費

３／４補助の対象と同一。

● 対象地域
令和４年福島県沖地震の被災地域、かつ、 「復興・創生期間」後の復

興の基本方針（閣議決定）を踏まえて、引き続きグループ補助金を措置・
執行していくこととなっているなど、復興途上にある福島県、宮城県、岩手県。

３．補助金交付申請について（【特例】定額補助の概要）1/4
新設要件について
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変更点

※ 以降、下線部が昨年からの変更点

変更点



● 対象事業者
対象地域に所在し、以下の全ての要件を満たす事業者

① 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者

② 東日本大震災により被害を受けた以下のいずれかに該当する者であって、国等による東日本大震災からの復旧・

復興に向けて実施した支援を活用した事業者

・ 直接被害：地震・津波により、施設・設備に直接被害を受けた事業者
・ 間接被害：直接被害を受けた事業者と取引関係があり、又は風評被害等により業況が悪化した事業者
・ 福島県原子力被災12市町村において事業を再開し、又は県内の他の地域に避難して事業を再開した事業者

③ 次のいずれかに該当する復興途上にある事業者

ア 令和３年福島県沖地震又は令和４年福島県沖地震による被災の影響を受ける直前３か月間の売上高が、
東日本大震災による被災の影響を受ける前年同期の売上高と比較して、２０％以上減少している者

イ 令和３年福島県沖地震発生時又は令和４年福島県沖地震発生時において、厳しい債務状況にあり、かつ、
交付申請時において経営再建等に取り組み、かつ、認定経営革新等支援機関に事業計画等について確認を
受けている者

④ 交付申請時又は令和３年福島県沖地震発生時において、東日本大震災からの復旧・復興に向けた事業活動

に係る債務を抱えている事業者

⑤ 福島県沖地震により、施設又は設備が被災し、その復旧又は復興を行おうとする事業者

３．補助金交付申請について（【特例】定額補助の概要）2/4
新設要件について
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新設

変更点



 新設要件「③イ」

「令和３年福島県沖地震発生時又は令和４年福島県沖地震発生時において、厳しい債務状況【※1】にあ

り、かつ、交付申請時において経営再建等に取り組み【※2】、かつ、認定経営革新等支援機関に事業計

画等について確認を受けている【※3】者。」

３．補助金交付申請について（【特例】定額補助の概要）3/4
新設要件について

【※1】 厳しい債務状況
次のいずれかに当てはまる事業者
イ．借入債務などが株式会社整理回収機構に譲
渡された企業と密接な取引関係を有する事業者

ロ．取引先の業況悪化の影響を受けるなど一定の
要件に該当する事業者

ハ．過剰債務の状況【※α】に陥っている事業者

ニ．中小企業再生支援協議会などの関与の下で
事業の再生を行う事業者

ホ．事業資金の借入について、弁済に係る負担の
軽減を目的とした条件変更を行っている事業者

ヘ．第二会社方式により再生を図る事業者

ト．過去延滞等によりサービサーに債権が譲渡され
ている先であって、再生を図る事業者

【※α】 過剰債務の状況
原則として令和4年福島県沖地震被災時又は

令和3年福島県沖地震被災時の決算期において、
次のいずれかの要件を満たすものをいう。
イ．債務超過に陥っている事業者

ロ．繰越欠損を計上している事業者

ハ．次式で判定した年数が15年以上となる事業者
｛有利子負債(短期借入金＋長期借入金＋社
債)｝÷｛減価償却後営業利益×１／２(営業欠
損の場合は１／２を乗じない)＋普通減価償却
費｝

ニ．次式で算出した値が正となる事業者
長期借入金及び社債の年間返済額－｛減価償

却後経常利益×１／２(経常欠損の場合は１／
２を乗じない)＋普通減価償却費｝－金融機関調
達(予定含む)
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変更点



 新設要件「③イ」

「令和３年福島県沖地震発生時又は令和４年福島県沖地震発生時において、厳しい債務状況【※1】にあ

り、かつ、交付申請時において経営再建等に取り組み【※2】、かつ、認定経営革新等支援機関に事業計

画等について確認を受けている【※3】者。」

３．補助金交付申請について（【特例】定額補助の概要）4/4
新設要件について

【※2】 経営再建などに取り組んでいる状況

相応の債務償還能力が認められ、かつ、適切な企業再建計画が策定され、金融機関の協力が得られるな
ど、関係者による支援体制が構築されており、自助努力により企業再建が見込まれる方

【※3】 認定経営革新等支援機関への確認事項

・ 復旧・復興に向けて、自己資金の活用が厳しい経営環境であるものの、長期的には十分に採算性が見
込まれること。

・ 経営環境などを見据えた適正な規模での復旧等であること。
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変更点


